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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期
第２四半期
累計期間

第30期
第２四半期
累計期間

第29期
第２四半期
会計期間

第30期
第２四半期
会計期間

第29期

会計期間

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
７月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

売上高　　　　　　　　（千円） 2,428,2102,683,0641,164,8011,292,5564,902,979

経常利益　　　　　　　（千円） 72,644 40,776 14,955 24,035 55,325

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△）　　　　　　（千円）　　
58,732△181,280 6,599 △21,989 19,888

持分法を適用した場合の投資利益

　  　　　　　　　　　（千円）
－ － － － －

資本金　　　　　　　　（千円） － － 624,205 624,555 624,555

発行済株式総数　　　　（千株） － － 1,664 1,665 1,665

純資産額　　　　　　　（千円） － － 1,256,6821,020,9481,219,014

総資産額　　　　　　　（千円） － － 4,103,1704,262,7433,979,533

１株当たり純資産額　　　（円） － － 754.31 612.46 731.38

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額(△)　

　　　　　　　　　　　　（円）

35.28 △108.84 3.96 △13.20 11.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　（円）
35.27 － 3.96 － 11.94

１株当たり配当額　　　　（円） － － － － 10.00

自己資本比率　　　　　　（％） － － 30.6 23.9 30.6

営業活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
209,068 133,605 － － 323,298

投資活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
△47,131△107,931 － － △226,550

財務活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
△35,181 222,450 － － △148,411

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高　　　　　（千円）
－ － 459,664 529,370 281,246

従業員数　　　　　　　　（人） － － 164 179 171

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ　　

　　

いては記載しておりません。　

　      ２　売上高に、消費税等は含んでおりません。

　　 　 ３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　 　　 ４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第30期第２四半期累計（会計）期間は潜

　　　　　　在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 179 (552)

　　　（注）　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時　

　　間勤務として計算した期中平均人数）を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日 
至　平成22年12月31日）

　
　前年同四半期比（%） 

　

麺　　　　　　　　　　　（千円） 54,942 －

チャーシュー細巻き　　　（千円） 15,130 74.9

ギョーザ　　　　　　　　（千円） 13,733 111.2

マーボミンチ　　　　　　（千円） 4,283 －

その他　　　　　　　　　（千円） 42,207 65.2

合計（千円） 130,297 128.2

　（注）１　上記は名古屋センター、有松工場における生産実績であります。

２　金額は製造原価によって表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　その他は、タレ・調味料等であります。

(2）仕入実績

　当第２四半期会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
 至　平成22年12月31日）

 
　前年同四半期比（%） 

 

麺類　　　　　　　　　　（千円） 55,384 156.8

精米類　　　　　　　　　（千円） 29,330 120.4

野菜類　　　　　　　　　（千円） 24,829 160.4

スープ類　　　　　　　　（千円） 17,730 104.9

酒・ドリンク類　　　　　（千円） 11,437 91.3

肉類　　　　　　　　　　（千円） 10,581 84.4

その他　　　　　　　　　（千円） 168,013 100.7

合計（千円） 317,307 111.7

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、タレ・調味料等であります。

(3）販売実績

　当第２四半期会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部門
当第２四半期会計期間

　　 （ 自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日）

　
　　前年同四半期比（%）　 

  

クイックサービス部門　　（千円） 855,128 106.3

ファミリーサービス部門　（千円） 187,031 87.8

カジュアルサービス部門　（千円） 246,865 170.9

その他　　　　　　　　　（千円） 3,530 111.1

合計（千円） 1,292,556 111.0

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、食材売上であります。

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

 4/28



２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況　  

当第２四半期の経済概況は、引き続き新興国の需要拡大が進む一方、各国の通貨安政策により円高が進行しま

したが、企業収益は概ね拡大傾向にありました。国内消費は、デフレーションが継続する中、個人消費の抑制傾向

は続いたものの、政府の消費刺激策等により一部で明るさがみられました。

国内の外食産業におきましては、市場規模の縮小に歯止めが掛かり始めましたが、引き続き牛丼270円、回転寿

司一皿90円、270円均一の居酒屋等、デフレ経済を反映した低価格業態が台頭し、企業間競争は一段と激化する一

方、アジア地域等の海外出店に活路を求める企業も多くなってきました。

　

このような環境下で当社は、当第２四半期に新規出店は無く、「一刻魁堂」の既存店５店舗で第１四半期に採

用した新デザインへの改装を実施しました。また「中華定食」浜北食堂については業態転換改装を実施「一刻魁

堂」浜北店とし、当第２四半期累計の改装店舗数は11店舗となりました。また「龍虎餐房(ロンフーダイニン

グ)」御嵩ラスパ店は営業不振により退店しました。

これらの結果、当第２四半期末の店舗数は71店舗(前第２四半期末比６店舗の増加)で、業態別の店舗数は、「一

刻魁堂」47店舗(同１店舗の増加)、「中華食堂(「旨飯中華食房」を含む)」９店舗(同２店舗の減少)、「ロン

フー亭」２店舗(同２店舗の増加)、「龍虎餐房」12店舗(同５店舗の増加)、および「阿詩瑪石(アーシーマー

シー)」１店舗(同１店舗の増加)となりました。

営業面では、引き続き商品力の改善に注力しつつ積極的な広告宣伝を行いました。また正社員を積極採用し、店

舗への配置人数を増加させ組織強化に努め店舗運営力向上を図った結果、当第２四半期の既存店売上高は、前第

２四半期会計期間比2.4％の増加(同累計期間比では1.4％の増加)を示しました。原価面では、名古屋センターお

よび有松工場の生産効率改善に努め、秋口からは米価も下落しましたが、夏の猛暑の影響が残り野菜や鶏卵価格

が高値推移した結果、売上原価率は当第２四半期において、第１四半期比では1.5ポイント改善、また前第２四半

期比では0.4ポイント悪化しました。

　

以上によりまして、当第２四半期会計期間の売上高は、店舗数純増に加え既存店売上も伸張した結果1,292百万

円(前期同期間比11.0％増)となりました。

利益面では、当第２四半期会計期間に店舗での適正人員配置徹底による労働時間コントロールの成果が現れ営

業利益31百万円(同245.1%増)、経常利益24百万円(同60.7％増)となりました。

また最終利益は、新たに店舗退店による減損損失28百万円および店舗改装による固定資産除却損10百万円を計

上した結果、四半期純損失21百万円(前期同期間四半期純利益6百万円)となりました。

　

（２）財政状態の分析 

　　当第２四半期会計期間末における流動資産は800百万円となり、前事業年度末に比べ296百万円増加しました。主な

要因は、現金及び預金が248百万円増加したためです。

　　固定資産は3,461百万円となり、前事業年度末に比べ13百万円減少しました。主な要因は、業態転換、改装により有

形固定資産が9百万円増加するも、投資その他の資産が22百万円減少したためであります。

　　流動負債は1,489百万円となり、前事業年度末に比べ108百万円増加しました。主な要因は、一年以内返済長期借入

金が64百万円、その他（リース債務）が24百万円および買掛金が19百万円増加したためであります。

　固定負債は1,751百万円となり、前事業年度末に比べ373百万円増加しました。主な要因は、長期借入金が

228百万円、その他（リース債務）が94百万円および資産除去債務が42百万円増加したためであります。

　以上の結果、当第２四半期会計期間末の自己資本比率は23.9％、１株当たり純資産額は612円46銭となりまし

た。　

　

（３）キャッシュ・フローの状況　

　  当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末に比

べ121百万円減少し529百万円(前年同期比は69百万円の増加）となりました。

　 なお、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　 　当第２四半期会計期間において、営業活動により得られた資金は96百万円（前年同期は96百万円の収入）とな

  　 りました。これは主に減価償却費67百万円および減損損失28百万円によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当第２四半期会計期間において、投資活動により使用した資金は46百万円（前年同期は16百万円の支出）とな　

　　りました。これは主に改装等に伴う有形固定資産の取得による支出36百万円によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  　　当第２四半期会計期間において、財務活動により使用した資金は171百万円（前年同期は35百万円の支出）とな
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　　りました。これは主に長期借入金の借入れによる収入100百万円があった一方、長期借入金の返済による支出117　　

　　百万円および短期借入金の純減額129百万円があったことによるものです。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期会計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題

　はありません。

 

　　（５）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

 7/28



第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　 

(２）設備の新設、除却等の計画

　　①重要な設備の新設、除却等

　　　前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の除却等について、当第２四半期会計期間において完了した

　　ものは、次のとおりであります。　

　事業所名 所在地　 部門 設備の内容
帳簿価額

（千円）
除却年月

除却等による減少

能力客席数

龍虎餐房

御嵩ラスパ店　

岐阜県

可児郡

御嵩町　

　カジュアル

　サービス
　店舗設備 　 －  　平成22年11月　　　　　　42

（注）帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。　　

　

　　②重要な設備計画の変更

　　　当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

　　変更はありません。

　

　　③新たに確定した重要な設備計画

　　 当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画は、次のとおりであります。

　事業所名 所在地　 部門 設備の内容
帳簿価額

（千円）
除却予定年月

除却等による減少

能力客席数

中華定食

千種食堂　

名古屋市

千種区　

　ファミリー

　サービス
　店舗設備 　   　　－ 　平成23年５月　　　　　　　76

（注）帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,640,000

計 3,640,000

　②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,665,900 1,665,900
名古屋証券取引所

（セントレックス）

権利内容に何ら

限定の無い当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 1,665,900 1,665,900 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

　　　　発行された株式数は含まれておりません。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　 会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　　　平成19年12月５日開催の取締役会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 64

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 507

新株予約権の行使期間
平成22年１月１日から
平成29年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　636
資本組入額　　　　318

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

　　　　　　だし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の

　　　　　　数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

 　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 　また、当社が時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募

　　　　　増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受の行使に伴う株式の発行を除く）、当社が合併、会社分　

　　　　　割、株式交換または株式移転（以上を総称して「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当てを行う場

　　　　　合、その他目的となる株式の数を調整することが適切な場合は、当社は合理的な範囲内で目的となる株式数

　　　　　の調整を行うことができるものとします。

 　　　２　新株予約権割当日後、当社が株式の分割・併合および時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分

　　　　　 を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受権の行使に伴う株

　　　　　 式の発行を除く）は、次の算式により１株当たり行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

           り上げます。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式

           数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」、「分割・新規発行による増加株式数」は「処分

　　　　　 株式数」とそれぞれ読み替えます。

     既発行 新規発行株式数×１株当たり払込金額
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調整後

行使価額

 

＝

 

調整前

行使価額

 

×

 

 株式数＋ 分割・併合・新規発行前の株価

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 　 （株式の併合の場合は併合株式数を減ずる）

             　また、新株予約権割当日後に、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その１株当たり

　　　　　　 の行使価額の調整をすることが適切な場合には、当社は１株当たりの行使価額の調整を行うことができる

　　　　　　 ものとします。 

 　　　３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

 　　　 ①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の従業員その他これに準ずる地位にあるこ

　　　　　とを要するものとします。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了により退任または定年退職した　　　　　

　　　　　場合、この限りではありません。

　　　　②  新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま

　　　　　す。なお、新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合は、相続人がそ

　　　　　の権利を行使することができます。

　　　　③　新株予約権の質入れその他一切の処分を認めないものとします。

　　　  ④  その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に

　　　　　定めるところによります。

 　　 ４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 1,665,900 － 624,555 － 539,603

 

（６）【大株主の状況】

 平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新美　司 愛知県知多郡東浦町　 264,300 15.86

椋本　充士 大阪市住吉区 172,700 10.36

株式会社グルメ杵屋 大阪市住之江区北加賀屋３丁目４番７号 105,800 6.35

尾家産業株式会社 大阪市北区豊崎六丁目11番27号　 88,400 5.30

ＪＢイレブン社員持株会　 名古屋市緑区桶狭間切戸2217番地　 63,680 3.82

有限会社エヌアイエムホールディ

ングス　

愛知県知多郡東浦町大字藤江字三丁12番地

　
62,502 3.75

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３丁目２番17号　 49,400 2.96

新美　さよ子　 名古屋市中区 46,760 2.80

北沢産業株式会社 東京都渋谷区東２丁目23番10号 37,000 2.22

株式会社折兼 名古屋市西区名駅２丁目５番５号 36,000 2.16

計 － 926,542 55.62
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　200　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  1,665,200 16,652 －

単元未満株式 普通株式  　    500 － －

発行済株式総数           1,665,900 － －

総株主の議決権 － 16,652 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式95株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＪＢイレブン
名古屋市緑区桶狭間
切戸2217番地

200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 588 580 602 624 628 637

最低（円） 535 544 532 581 578 590

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成

21年７月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第２四半期累計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31

日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表ならびに当第２四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第２四半期累計期間

（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人によ

る四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 529,370 281,246

売掛金 3,947 825

預入金 106,122 78,531

製品 17,694 13,115

仕掛品 17,041 10,476

原材料及び貯蔵品 25,068 13,862

その他 101,581 106,020

流動資産合計 800,827 504,080

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,625,006 1,707,173

土地 588,273 588,273

その他（純額） 451,462 360,017

有形固定資産合計 ※
 2,664,742

※
 2,655,463

無形固定資産

その他 7,751 8,141

無形固定資産合計 7,751 8,141

投資その他の資産

その他 789,422 811,849

投資その他の資産合計 ※
 789,422

※
 811,849

固定資産合計 3,461,916 3,475,453

資産合計 4,262,743 3,979,533

負債の部

流動負債

買掛金 148,141 128,531

短期借入金 167,600 150,600

1年内返済予定の長期借入金 744,248 679,956

1年内償還予定の社債 10,000 60,000

未払法人税等 23,037 36,103

賞与引当金 8,197 8,020

資産除去債務 2,306 －

その他 386,453 318,655

流動負債合計 1,489,985 1,381,867

固定負債

社債 35,000 40,000

長期借入金 1,450,702 1,221,799

退職給付引当金 20,005 19,014

資産除去債務 42,732 －

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

14/28



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

その他 203,370 97,839

固定負債合計 1,751,809 1,378,652

負債合計 3,241,795 2,760,519

純資産の部

株主資本

資本金 624,555 624,555

資本剰余金 539,603 539,603

利益剰余金 △143,218 54,717

自己株式 △193 △193

株主資本合計 1,020,747 1,218,683

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △626 △497

評価・換算差額等合計 △626 △497

新株予約権 828 828

純資産合計 1,020,948 1,219,014

負債純資産合計 4,262,743 3,979,533
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 2,428,210 2,683,064

売上原価 621,584 729,524

売上総利益 1,806,626 1,953,539

販売費及び一般管理費 ※
 1,730,379

※1
 1,895,659

営業利益 76,246 57,879

営業外収益

受取利息 503 424

受取配当金 33 27

賃貸不動産収入 32,667 30,804

その他 17,263 3,126

営業外収益合計 50,467 34,382

営業外費用

支払利息 15,718 17,686

社債利息 703 427

賃貸不動産費用 30,929 29,397

その他 6,718 3,972

営業外費用合計 54,068 51,484

経常利益 72,644 40,776

特別利益

賞与引当金戻入額 － 8,020

固定資産受贈益 6,733 －

その他 161 －

特別利益合計 6,894 8,020

特別損失

固定資産除却損 6,918 22,323

減損損失 － ※2
 158,947

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,680

その他 － 5,045

特別損失合計 6,918 205,996

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 72,620 △157,199

法人税、住民税及び事業税 13,888 15,125

法人税等調整額 － 8,955

法人税等合計 13,888 24,080

四半期純利益又は四半期純損失（△） 58,732 △181,280
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,164,801 1,292,556

売上原価 302,425 341,137

売上総利益 862,375 951,418

販売費及び一般管理費 ※
 853,381

※1
 920,376

営業利益 8,994 31,041

営業外収益

受取利息 218 166

受取配当金 33 27

賃貸不動産収入 15,892 15,246

その他 15,746 2,699

営業外収益合計 31,890 18,139

営業外費用

支払利息 8,159 8,630

社債利息 370 64

賃貸不動産費用 15,369 14,412

その他 2,029 2,038

営業外費用合計 25,929 25,145

経常利益 14,955 24,035

特別損失

固定資産除却損 1,694 10,868

減損損失 － ※2
 28,878

特別損失合計 1,694 39,747

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 13,261 △15,711

法人税、住民税及び事業税 6,661 7,495

法人税等調整額 － △1,217

法人税等合計 6,661 6,278

四半期純利益又は四半期純損失（△） 6,599 △21,989
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

72,620 △157,199

減価償却費 131,132 136,407

減損損失 － 158,947

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,294 991

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,530 177

受取利息及び受取配当金 △536 △451

支払利息 16,421 18,114

固定資産除却損 6,918 22,323

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,680

固定資産受贈益 △6,733 －

売上債権の増減額（△は増加） △6 △3,121

預入金の増減額（△は増加） △16,371 △27,591

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,493 △22,349

仕入債務の増減額（△は減少） 23,988 19,610

未払金の増減額（△は減少） 13,726 8,362

未払費用の増減額（△は減少） 3,490 13,508

その他 13,748 △7,663

小計 251,141 179,744

利息及び配当金の受取額 112 128

利息の支払額 △17,923 △18,576

法人税等の支払額 △24,261 △27,691

営業活動によるキャッシュ・フロー 209,068 133,605

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △50,041 △92,083

貸付けによる支出 － △200

貸付金の回収による収入 6,746 3,732

差入保証金の差入による支出 △4,716 △15,720

差入保証金の回収による収入 3,310 300

その他 △2,430 △3,960

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,131 △107,931

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 30,800 17,000

長期借入れによる収入 385,000 670,000

長期借入金の返済による支出 △381,357 △376,805

社債の償還による支出 △50,000 △55,000

リース債務の返済による支出 △4,436 △17,871

設備関係割賦債務の返済による支出 △463 －

配当金の支払額 △14,724 △14,872

財務活動によるキャッシュ・フロー △35,181 222,450
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 126,756 248,124

現金及び現金同等物の期首残高 332,908 281,246

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 459,664

※
 529,370
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益が940千円、経常利益が1,131

千円減少し、税引前四半期純損失が22,981千円増加しております。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は45,849千円であります。　

　　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年６月30日）

　※有形固定資産の減価償却累計額

2,016,140千円

　　投資その他の資産の減価償却累計額

219,259千円

　※有形固定資産の減価償却累計額　

2,026,243千円

　　投資その他の資産の減価償却累計額

260,053千円

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 776,203千円

賞与引当金繰入額 8,665千円

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 846,639千円

賞与引当金繰入額 7,889千円

　

※２減損損失

　当第２四半期累計期間において、当社は以下の資産グ

ループについて将来の回収可能性が見込めなくなったた

め、減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは店舗ごとに行っております。

　用途 　所在地　 　種別
　減損損失

　  　(千円)　

 営業店舗　 静岡県浜松市  建物他　 　　　22,059

 営業店舗　
岐阜県可児郡

御嵩町　
 建物他　 　　　18,531

 営業店舗　
岐阜県不破郡

垂井町　
 建物他　 　　　28,083

 営業店舗　 岐阜県大垣市  建物他　 　　　25,536　　

 営業店舗　
京都府久世郡

久御山町　
 建物他　 　　　6,684

 賃貸不動産　 愛知県小牧市　  賃貸不動産　 　　　29,174　　

 営業店舗　
愛知県名古屋市

千種区　
 建物他　 　　　28,878　　

　 計 　 　　158,947

　なお、正味売却価額がゼロであり、使用価値がマイナス

であることから、回収可能価額はゼロとして評価しており

ます。　
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 384,277千円

賞与引当金繰入額 8,665千円

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 406,026千円

賞与引当金繰入額 7,889千円

　

※２減損損失

　当第２四半期会計期間において、当社は以下の資産グ

ループについて将来の回収可能性が見込めなくなったた

め、減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは店舗ごとに行っております。　

　用途 　所在地　 　種別
　減損損失

　  　(千円)　

 営業店舗　
愛知県名古屋市

千種区　
 建物他　 　　　28,878　　

　 計 　 　　　28,878

　なお、正味売却価額がゼロであり、使用価値がマイナス

であることから、回収可能価額はゼロとして評価しており

ます。　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）

　（千円）

現金及び預金 459,664   

現金及び現金同等物  459,664   

 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年12月31日現在）

　（千円）

現金及び預金 529,370   

現金及び現金同等物  529,370   

 

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　1,665,900株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　295株

 

３．新株予約権等に関する事項

　          ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　828千円

 

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

（決議）　 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年９月22日

定時株主総会
普通株式 16,656 10平成22年６月30日平成22年９月24日利益剰余金
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（金融商品関係）

　　　　金融商品の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

　　　　資産除去債務の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社においては、中華の飲食事業ならびにこれらの付帯業務の単一のセグメントであるため、記載を省略して

おります。

　

（追加情報）

　　　　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

　　　27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

　　　３月21日）を適用しております。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年６月30日）

１株当たり純資産額 612.46円 １株当たり純資産額 731.38円

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 35.28円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額      35.27円

１株当たり四半期純損失金額 △108.84円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 58,732 △181,280

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
58,732 △181,280

期中平均株式数（千株） 1,664 1,665

         

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 0 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3.96円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額       3.96円

１株当たり四半期純損失金額 △13.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 6,599 △21,989

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
6,599 △21,989

期中平均株式数（千株） 1,664 1,665

　         

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 0 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年６月30日以前のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、取引残高に前

事業年度末に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブ

ンの平成21年7月1日から平成22年6月30日までの第29期事業年度の第2四半期会計期間（平成21年10月1日から平成21年12

月31日まで）及び第2四半期累計期間（平成21年7月1日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第2四半期会計期間及び第2四半期累計期間の経営成績並びに第2四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年2月9日の取締役会において株式会社グルメ杵屋より事業を

譲り受けることを決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　以　上

　　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年2月9日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブ

ンの平成22年7月1日から平成23年6月30日までの第30期事業年度の第2四半期会計期間（平成22年10月1日から平成22年12

月31日まで）及び第2四半期累計期間（平成22年7月1日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第2四半期会計期間及び第2四半期累計期間の経営成績並びに第2四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第1四半期会計期間か

ら「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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